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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人日本

規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準

調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

これによって，JIS Q 0064:1998 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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序文 

この規格は，2008 年に第 2 版として発行された ISO Guide 64 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

全ての製品は，例えば，資源の採取，原材料の取得，生産，流通，使用（適用），再使用，最終処分を含

む使用済みの製品の処理など，そのライフサイクルの全ての段階を通じて，環境に影響を及ぼす。これら

の影響は，軽微なものから重大なものにまで及び，短期間又は長期間のこともあり，かつ，地球規模，地

域的又は局所的レベルで発生する。製品の環境影響は，製品規格で規定する項目及び内容（以下，規定事

項という。）に，影響を受けるものである。 

製品寿命の全ての段階で生じる，環境に対する製品の起こり得る有害な影響を低減する必要性が，世界

中で認識されている。製品の潜在的な環境影響は，製品規格の中で環境課題を考慮すれば，減らすことが

できる。 

この規格は，製品規格の作成に関与する全ての人々を対象として，持続可能な国際貿易を促進しつつ，

環境課題に注目を集めることを意図しており，非関税障壁となることは意図していない。規格作成者が環

境の専門家になることは期待されていないが，規格作成者がこの規格を使用することによって，次の事項

が奨励される。 

－ 検討中の製品に関する基本的な環境側面及び環境影響を特定し，かつ，理解する。 

－ 製品規格を通じて環境課題を取り扱うことが，可能な段階及び不可能な段階を決定する。 

様々な環境側面は，ある製品のライフサイクルの中で決定することができる。しかしながら，これらの

側面の特定及びその影響の予測は，複雑なプロセスである。製品規格を作成するときは，製品がそのライ

フサイクルの様々な段階で，環境にどのように影響するかの評価を，規格開発のプロセスの可能な限り早

い段階で確実に実施することが重要である。この評価の結果は，規格において，規定事項を特定する上で

重要である。製品規格の作成者（以下，規格作成者という。）が，適用される全ての国，地域又は地方の製

品に関連する法令への順守を積極的に配慮することが期待される。 

この規格は，図 1 に示すような，製品によって引き起こされ得る環境に対する起こり得る有害な影響の

削減を推進するための，ライフサイクル思考（3.2.1 参照）の原則に基づいた段階的なアプローチを提案す

る。 


